
 
 

 

 
 

 

 
 

海岸漂着物対策の推進に関する提言書 
 

 

 

 

 

 

 

 

平成２４年１１月 

 

伊勢湾総合対策協議会 
（三重県、岐阜県、愛知県、名古屋市） 



平成 25年度国の予算編成に係る提言について 

 
伊勢湾総合対策協議会 

 
 

伊勢湾総合対策協議会では、岐阜県、愛知県、三重県、名古屋市の三県一市による

広域的な連携のもと、伊勢湾の総合的な利用と保全に係る施策を推進しています。 

海岸漂着物については、伊勢湾における海岸景観や自然環境への影響から、その対

策が重要となっています。 

このため、美しく健全で活力ある伊勢湾の再生に向け、海岸漂着物処理推進法に基

づき別紙の措置を早急に講じられるよう提言します。 

 

 

平成 24年 11月 
 

伊勢湾総合対策協議会 代表委員 三重県知事 鈴木 英敬 
 

 

委員 岐阜県知事 古田 肇 
 

 

委員 愛知県知事 大村 秀章 
 

 

委員 名古屋市長 河村 たかし 



海岸漂着物対策の推進 
 
 
伊勢湾は広い流域面積を有する閉鎖性の内湾であることから、流
域の河川を経由して流出したごみが湾内の海岸、特に湾口部の離島
などに大量に漂着するなど、本来の美しい海岸景観だけでなく、自
然環境や漁業にも影響を及ぼしています。 
その漂着量は年に１万トンを超えると推定されており、海岸管理
者やボランティア団体が海岸の清掃を行っても、短期間でまた元に
戻る状況です。 
そのため、伊勢湾流域圏の東海三県一市（岐阜県、愛知県、三重
県、名古屋市）は、伊勢湾総合対策協議会に海岸漂着物対策検討会
を設置して、広域的な連携・協力による効率的な発生抑制対策等を
検討しています。 
しかし、地域グリーンニューディール基金が平成23年度で終了し、
各県市とも海岸漂着物対策に要する財源確保が課題であることから、
次の事項について早急に対策を講じられるよう提言します。 
 
 
１ 海岸管理者等が実施する海岸漂着物の回収・処理に要する費用
について恒常的かつ必要な財政上の措置を講ずること。 
また、海岸漂着物処理事業費補助金（概算要求中）の対象区域
を離島振興地域だけでなく、海岸漂着物処理推進法に基づき選定
した重点区域全域とすること。 
 
２ 海岸漂着物の発生抑制対策として、流域圏の河川において実施
するごみの清掃や散乱防止対策等に要する費用について財政上の
措置を講ずること。 
 
３ 効率的な海岸漂着物対策のため、複数の自治体が共同して設置
した検討会等の運営等に要する費用について財政上の措置を講ず
ること。 

 
 






